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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第97期

第１四半期連結
累計期間

第98期
第１四半期連結

累計期間
第97期

会計期間

自平成27年
１月１日

至平成27年
３月31日

自平成28年
１月１日

至平成28年
３月31日

自平成27年
１月１日

至平成27年
12月31日

売上高 （百万円） 8,423 8,125 33,614

経常利益 （百万円） 696 226 2,063

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （百万円） 450 135 1,321

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 930 △832 1,638

純資産額 （百万円） 21,453 21,024 22,160

総資産額 （百万円） 38,640 38,295 38,558

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 20.84 6.27 61.19

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 54.6 53.9 56.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４．「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

EDINET提出書類

多木化学株式会社(E00762)

四半期報告書

 2/18



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

   当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円高や世界経済の減速などにより、輸出を中心に総じて厳し

い状況となり、金融資本市場の変動がわが国の景気を下押しするリスクとなるなど、依然として先行き不透明な状

況で推移しました。

　このような環境のもと、当社グループは平成27年１月から推進している「第11次中期３カ年経営計画」（Ｐ１３

０Ｒ）に基づいて、基盤事業の収益力強化に努めましたが、当第１四半期連結累計期間の売上高は81億25百万円

（前年同期比3.5％減）となり、原料市況や為替の変動によるたな卸資産の期末評価の影響で、売上原価が大幅に

増加したことなどにより、営業利益は２億３百万円（前年同期比68.0％減）、経常利益は２億26百万円（前年同期

比67.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億35百万円（前年同期比69.9％減）となりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

 

（アグリ）

　春用肥料の出荷が順調に推移し、売上高は24億22百万円と前年同期に比べ5.2％の増加となりましたが、製品在

庫の影響などによる売上原価の増加もあり、営業利益は１億23百万円と前年同期に比べ20.5％の大幅な減少となり

ました。

 

（化学品）

　水処理薬剤は、販売数量が増加したことにより、売上高は16億13百万円と前年同期に比べ0.7％の増加となりま

した。

　機能性材料は、スマートフォンなどに使用される高純度金属酸化物などの販売が低調に推移したことにより、売

上高は12億９百万円と前年同期に比べ3.1％の減少となりました。

　その他化学品の売上高は３億64百万円と前年同期に比べ2.1％の増加となりました。

　それらの結果、売上高は31億87百万円と前年同期に比べ0.6％の減少となり、加えてたな卸資産の期末評価の影

響で売上原価が大幅に増加したことなどにより、営業利益は１百万円と前年同期に比べ99.5％の大幅な減少となり

ました。

 

（建材）

　石こうボードの販売が堅調に推移し、売上高は８億69百万円と前年同期に比べ0.5％の増加となり、エネルギー

費用の低減などにより、営業利益は74百万円（前年同期は10百万円の営業利益）となりました。

 

（石油）

　燃料油の販売価格が原油価格の下落に伴い値下がりし、売上高は５億93百万円と前年同期に比べ27.4％の大幅な

減少となりましたが、小売価格の市況の安定と販売費及び一般管理費の減少などにより、営業利益は12百万円（前

年同期は４百万円の営業利益）となりました。

 

（不動産）

　ショッピングセンターの賃料収入は前年同期並みに推移し、売上高は４億17百万円と前年同期に比べ1.7％の増

加となり、営業利益は２億31百万円と前年同期に比べ4.0％の増加となりました。

 

（運輸）

　荷動きが低調に推移したことにより、売上高は６億34百万円と前年同期に比べ22.5％の大幅な減少となり、営業

利益は95百万円と前年同期に比べ35.3％の大幅な減少となりました。
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(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、382億95百万円（前連結会計年度末比２億63百万円減）となりまし

た。流動資産は、受取手形及び売掛金が４億37百万円、商品及び製品が３億99百万円、原材料及び貯蔵品が２億７

百万円それぞれ増加したことなどにより、192億54百万円（前連結会計年度末比13億23百万円増）となりました。

固定資産は、投資有価証券が15億５百万円減少したことなどにより、190億41百万円（前連結会計年度末比15億86

百万円減）となりました。

　負債の部は、未払法人税等が２億23百万円、繰延税金負債が４億76百万円それぞれ減少しましたが、長短借入金

が18億72百万円増加したことなどにより、172億71百万円（前連結会計年度末比８億72百万円増）となりました。

　純資産の部は、その他有価証券評価差額金が９億88百万円減少したことなどにより、210億24百万円（前連結会

計年度末比11億36百万円減）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億７百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,000,000

計 76,000,000
 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,646,924 23,646,924
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 23,646,924 23,646,924 － －

 
 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年１月１日～

平成28年３月31日
－ 23,646 － 2,147 － 1,217

 
 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2,047,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  21,536,000 21,536 －

単元未満株式 普通株式      63,924 － １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数           23,646,924 － －

総株主の議決権 － 21,536 －

 

②【自己株式等】

 

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

多木化学株式会社
兵庫県加古川市

別府町緑町２番地
2,047,000 － 2,047,000 8.66

計 － 2,047,000 － 2,047,000 8.66

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,885 1,943

受取手形及び売掛金 ※１ 9,950 ※１ 10,388

商品及び製品 2,476 2,875

仕掛品 304 420

原材料及び貯蔵品 2,970 3,177

繰延税金資産 70 197

その他 290 267

貸倒引当金 △17 △16

流動資産合計 17,931 19,254

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,769 18,761

減価償却累計額 △13,702 △13,793

建物及び構築物（純額） 5,067 4,967

機械装置及び運搬具 14,523 14,547

減価償却累計額 △13,030 △13,128

機械装置及び運搬具（純額） 1,493 1,418

工具、器具及び備品 1,415 1,410

減価償却累計額 △1,300 △1,292

工具、器具及び備品（純額） 115 117

土地 6,059 6,059

リース資産 29 29

減価償却累計額 △10 △11

リース資産（純額） 19 18

建設仮勘定 34 148

有形固定資産合計 12,789 12,729

無形固定資産   

のれん 142 129

ソフトウエア 13 15

その他 15 15

無形固定資産合計 170 160

投資その他の資産   

投資有価証券 7,404 5,899

繰延税金資産 74 69

その他 231 226

貸倒引当金 △44 △43

投資その他の資産合計 7,666 6,151

固定資産合計 20,627 19,041

資産合計 38,558 38,295
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 4,878 ※１ 4,797

短期借入金 300 1,800

1年内返済予定の長期借入金 108 157

リース債務 4 4

未払金 1,279 1,134

未払法人税等 399 175

未払消費税等 62 70

繰延税金負債 1 －

賞与引当金 37 215

役員賞与引当金 18 －

その他 656 526

流動負債合計 7,746 8,881

固定負債   

長期借入金 660 984

リース債務 11 11

繰延税金負債 916 441

退職給付に係る負債 3,749 3,652

預り保証金 3,123 3,114

その他 189 184

固定負債合計 8,651 8,389

負債合計 16,398 17,271

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,147 2,147

資本剰余金 1,221 1,221

利益剰余金 16,812 16,645

自己株式 △748 △748

株主資本合計 19,433 19,266

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,632 1,644

退職給付に係る調整累計額 △264 △251

その他の包括利益累計額合計 2,368 1,393

非支配株主持分 359 365

純資産合計 22,160 21,024

負債純資産合計 38,558 38,295
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 8,423 8,125

売上原価 6,377 6,484

売上総利益 2,045 1,641

販売費及び一般管理費 1,411 1,437

営業利益 634 203

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 61 23

その他 12 18

営業外収益合計 75 43

営業外費用   

支払利息 5 5

固定資産除却損 6 4

為替差損 0 8

その他 2 1

営業外費用合計 14 19

経常利益 696 226

税金等調整前四半期純利益 696 226

法人税、住民税及び事業税 301 176

法人税等調整額 △61 △95

法人税等合計 239 81

四半期純利益 456 145

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 9

親会社株主に帰属する四半期純利益 450 135

 

EDINET提出書類

多木化学株式会社(E00762)

四半期報告書

11/18



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

四半期純利益 456 145

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 469 △990

退職給付に係る調整額 4 13

その他の包括利益合計 473 △977

四半期包括利益 930 △832

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 924 △839

非支配株主に係る四半期包括利益 6 7
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　 これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の32.2％から平成29年１月１日に開始する連結会計年度及び平成30年１月１日に開始する

連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成31年１月１日に開始する連結会計年度以降

に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は22百万円減少し、法人税

等調整額が６百万円、その他有価証券評価差額金が33百万円、それぞれ増加し、退職給付に係る調整累計額が４

百万円減少しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

（※１）四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

　　　おります。

　　　　なお、決算日が連結決算日と異なる一部の連結子会社の当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休

　　　日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理してお

　　　ります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

受取手形

支払手形

261百万円

8百万円

0百万円

13百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんの償却額を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日）

減価償却費 233百万円 253百万円

（うち、のれんの償却額） （20百万円） （12百万円）

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月26日

定時株主総会
普通株式 280 13 平成26年12月31日 平成27年３月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日

定時株主総会
普通株式 302 14 平成27年12月31日 平成28年３月31日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年１月１日 至平成27年３月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注２）

 アグリ 化学品 建材 石油 不動産 運輸 計

売上高          

外部顧客への売上高 2,303 3,206 865 817 410 819 8,423 － 8,423

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 11 － 13 18 92 137 △137 －

計 2,303 3,218 865 831 429 911 8,560 △137 8,423

セグメント利益 155 419 10 4 222 147 960 △326 634

　（注）１.　セグメント利益の調整額△326百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用などで

あります。

　　　　２.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年１月１日 至平成28年３月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注２）

 アグリ 化学品 建材 石油 不動産 運輸 計

売上高          

外部顧客への売上高 2,422 3,187 869 593 417 634 8,125 － 8,125

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 11 － 11 18 119 161 △161 －

計 2,422 3,198 869 605 436 754 8,287 △161 8,125

セグメント利益 123 1 74 12 231 95 539 △335 203

　（注）１.　セグメント利益の調整額△335百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用などで

あります。

　　　　２.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 20円84銭 ６円27銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
450 135

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
450 135

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,601 21,599

　 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年５月13日

多木化学株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 市之瀬　申　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　義則　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている多木化学株式会

社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平成

28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、多木化学株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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